
高松市国土強靱化地域計画の修正について
（概要）

高松市総務局危機管理課

※資料中におけるページ番号（例:【P16】）は、1.計画修正案（見え消し修正版）のものを記載しています。



高松市国土強靱化地域計画は、本市における国土強靱化についての指針となるべきものであ
り、本市総合計画と調和を図り、整合性を保つため、適宜、見直しを行うほか、個別事業に
ついては、個別事業一覧を作成し、進捗状況等の管理を行うこととします。

また、本市国土強靱化地域計画の修正は、本市総合計画と同時期に行いますが、中間見直し
のため、特に重要な内容につきましては、総合計画の修正を待たずに修正を行うこととしま
す。

「高松市国土強靱化地域計画」⾒直しの基本⽅針

高松市国土強靱化地域計画の⾒直し⽅針
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主な修正内容

2

（１）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた計画内容の整理
   ①デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化

②地域における防災力の一層の強化

（２）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた対応方策の追加
   ①災害時における観光客等への帰宅支援に係る情報提供体制

②避難所運営マニュアル・コミュニティ継続計画の策定の促進

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正



主な修正内容
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① 脆弱性評価に係る評価結果と対応方策における主体の明確化
 

２. 内閣官房国土強靱化推進室の指摘を踏まえた修正

① 宅地造成等規制法の一部を改正する法律（盛土規制法）を踏まえた修正

３.その他の修正



１.国土強靱化基本計画の見直し等
を踏まえた修正
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【参考】国土強靱化基本計画修正（令和５年７月）の５本柱概要

（
参
照
：
内
閣
官
房
資
料
）
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【参考】高松市国土強靱化地域計画のつくり
事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

1

大規模自然災害が
発生したときでも
直接死を最大限防
ぐ

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災による多
数の死傷者の発生

1-2 密集市街地や不特定多数が集まる施設の大規模倒壊・火災による多数の死者の発生

1-3 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生

1-4 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死者の発生

1-5 大規模な土砂災害、ため池の決壊等による多数の死傷者の発生

1-6 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

2

救助・救急、医療
活動等が迅速に行
われるとともに被
災者等の健康・避
難生活環境を確実
に確保する

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の長
期停止

2-2 長期にわたる離島の孤立や孤立集落の発生

2-3 消防等の被災等による救助・救急活動の絶対的不足

2-4 救助・救急・医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶

2-5 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発生、混乱

2-6 医療施設等及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻
痺

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生

2-8 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による、多数の被災者の健康状態の悪化・
死者の発生

３ 必要不可欠な行政
機能は確保する

3-1 被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱

3-2 自治体職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

4
必要不可欠な情報
通信機能は確保す
る

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等、長期停止により災害情報が必要な者に伝達できない事
態

5
経済活動を機能不
全に陥らせない

5-1 エネルギー供給の停止による、社会経済活動、サプライチェーンの維持への甚大な影
響

5-2 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

5-3 食料等の安定供給の停滞

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

6

ライフライン、燃
料供給関連施設、
交通ネットワーク
等の被害を最小限
に留めるとともに、
早期に復旧させる

6-1 電力供給ネットワーク(発変電所、送配電設備)や都市ガス供給、石油・LPガスサプ
ライチェーン等の機能停止

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

6-4 陸・海・空の交通インフラの長期間にわたる機能不全

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全

7
制御不能な複合災
害・二次災害を発
生させない

7-1 地震に伴う市街地での大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

7-2 沿線・沿道の建物崩壊に伴う閉塞等による交通麻痺

7-3 ため池、防災施設インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出に
よる多数の死傷者の発生

7-4 農地・森林等の被害による土地の荒廃

8

社会・経済が迅速
かつ従前より強靱
な姿で復興できる
条件を整備する

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

8-2
地域コミュニティの崩壊、復興を支える人材等(専門家、コーディネーター、労働者、
地域に精通した技術者等)の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復
興できなくなる事態

8-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復興が大幅に遅れる事態

8-4 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れる
事態

8-5 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる
事態

9
四国の防災拠点と
しての機能を確保
する

大規模災害により、高松自動車道を含めた「四国８の字ネットワーク」が被災・分断し、四国に
おける物資の緊急輸送などの役割が果たせなくなる事態（6-4）

高松空港の被災により、四国における航空輸送上の機能が果たせなくなる事態（6-4）

重要港湾（高松港）の被災により、物資等の緊急輸送など四国の防災拠点としての役割が果たせ
なくなる事態（5-1）（6-4）

被災により、本市の行政機能が著しく低下し、四国の防災拠点としての役割が果たせなくなる事
態（3-2）

消防等の被災により、四国における応援・受援の機能が果たせなくなる事態
（1-1）（1-2）（1-3）（1-4）（1-5）（2-3）（3-2）（7-1）

本市庁舎や災害拠点病院など、防災上重要な拠点が被災し、施設が使用できなくなる事態（1-
1）（1-2）（3-2）

食料・飲料水等市民の生命に関わる物資供給が長期停止する事態（2-1）（2-5）（5-3）（6-
2）

発災により医療機能が麻痺し市内の医療活動や四国の医療活動の拠点としての機能が果たせなく
なる事態（2-4）（2-6）



① デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化
＜１－３ 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生【P16】、

１－６ 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生【P21】、
４－２ テレビ・ラジオ放送の中断等、長期停止により災害情報が必要な者に伝達
できない事態【P43】≪対応方策≫＞

整 理
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・ 本市は、避難に関する情報の伝達方法については、 IoTの活用や、防災行政無線など、多
様な手段を検討し、その整備に努めるとともに、情報収集・提供業務の担い手となる職員の
確保・育成や体制整備に努める。【行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（１）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた計画内容の整理



① デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化
＜１－３ 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生【P16】、１－６ 情

報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生【P21】、２－２ 長期にわ
たる離島の孤立や孤立集落の発生【P27】、４－１ 電力供給停止等による情報通信の麻
痺・長期停止【P42】、４－２ テレビ・ラジオ放送の中断等、長期停止により災害情報が
必要な者に伝達できない事態【P43】≪対応方策≫＞

整 理
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・ 本市は、防災に関する情報の収集、伝達等の迅速化を図るため、防災行政無線、香川県防
災情報システムや Lアラート（公共情報コモンズ）などを活用した情報通信体制の推進、情
報通信施設の耐震性の強化を図るとともに、全国瞬時警報システム（J-ALERT）など、緊急
地震速報等の災害情報等を瞬時に伝達するシステムの円滑な運用に努める。また、商用電源
停電時も通信設備に支障のないよう、自動起動の非常用発電設備等の適切な管理に努める整
備を図る。さらに、住民への情報伝達に有効な手段の整備に努める。【行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（１）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた計画内容の整理



① デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化
＜２－２ 長期にわたる離島の孤立や孤立集落の発生【P27】、２－６

医療施設等及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能等の
麻痺【P33】 ≪対応方策≫ ＞

整 理
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・ 事業者及び本市は、災害の発生に備え、島しょ部においては、地域的な偏在等により医師
が不足していることから、医師の養成・確保を推進するとともに、患者搬送手段として、災
害拠点病院のヘリポート整備、かがわ医療情報ネットワーク（K-MIX R）の整備・拡充など
医療体制の充実を図る。【事業者、行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（１）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた計画内容の整理



② 地域における防災力の一層の強化
＜２－１ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

【P23】、２－８ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による、多数の被災者
の健康状態の悪化・死者の発生【P36】 ≪評価結果≫ ＞

整 理
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○ 多数の市民が避難所に避難することで、一人当たりの居住スペースの減少、トイレの不足、
医療従事者の不足、テントや車中泊による屋外生活者の発生により、保健衛生環境が悪化す
る可能性があり、本市は、その対策が必要となる。【行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（１）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた計画内容の整理



② 地域における防災力の一層の強化
＜２－１ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

【P23】、２－８ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による、多数の被災者
の健康状態の悪化・死者の発生【P36】≪対応方策≫ ＞

整 理
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・ 本市は、避難者数の増加に備え、避難所の確保はもとより、簡易トイレ、段ボールベッド
などの資機材等を確保するため、業者等と協定を締結し、避難所の環境改善を図るほか、救
護所の設置など医療救護体制を強化する。【事業者、行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（１）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた計画内容の整理



② 地域における防災力の一層の強化
＜２－６ 医療施設等及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶によ

る医療機能等の麻痺【P34】、２－８ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理に
よる、多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生【P36】≪対応方策≫ ＞

整 理
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・事業者及び本市は、災害派遣医療チーム(DMAT)などが被災地に円滑に到達できるよう、また、
医薬品や医療資機材が被災地に円滑に供給できるよう、緊急輸送路等道路施設や海岸堤防等
を耐震補強するとともに、障害物の除去などの道路啓開を円滑に実施するための応急復旧資
機材の確保などを進め、戦略的に、災害時における、医師、医薬品や医療資機材等の輸送・
物流ルート体制を確保する。【事業者、行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（１）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた計画内容の整理



② 地域における防災力の一層の強化
＜１－１ 建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災

による死傷者の発生【P10】、１－３ 広域にわたる大規模津波等による多数の死
者の発生【P15】、７－１ 市街地での大規模火災の発生【P56】 ≪対応方策≫ ＞

整 理
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・ 地域住民の防災行動力の強化、防災意識の向上、防災関係機関等との連携を図るため、消
防機関の指導の下に、自主防災組織と地域の事業者等との連携により、初期消火、応急救護、
避難、避難誘導等の訓練を行う。【市民、事業者、行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（１）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた計画内容の整理



② 地域における防災力の一層の強化
＜７－１ 市街地での大規模火災の発生【P56】 ≪対応方策≫ ＞

整 理

14

・ 市民、事業者及び本市は、女性の入団促進を含めた団員の確保対策などにより、消防団の
活性化を図る。【市民、事業者、行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（１）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた計画内容の整理



② 地域における防災力の一層の強化
＜１－３ 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生【P16】、

１－６ 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生【P21】、
４－２ テレビ・ラジオ放送の中断等、長期停止により災害情報が必要な者に伝達
できない事態【P44】 ≪対応方策≫ ＞

整 理

15

・ 本市は、情報の伝わりにくい高齢者、障がい者等の要配慮者に対しては、自主防災組織等
の多様な主体が連携し、地域の実情に合わせた、情報伝達体制の整備等がなされるよう、支
援する。【市民、行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（１）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた計画内容の整理



② 地域における防災力の一層の強化
＜８－３ 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に

遅れる事態【P64】 ≪対応方策≫ ＞

整 理
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・ 市民、事業者及び本市は、地域住民に対する防災知識の普及啓発、学校における防災教育
の推進、大学等と連携した防災・危機管理に関するリーダーの育成などを通じて、地域防災
力の強化を図る。【市民、事業者、行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（１）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた計画内容の整理



② 地域における防災力の一層の強化
＜１－６ 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

【P21】 ≪対応方策≫ ＞

整 理
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・ 本市は、外国語による防災に関するパンフレット等の作成・配布や防災訓練の実施等によ
り、防災知識の普及・啓発に努めるとともに、災害時にも外国人が円滑にコミュニケーショ
ンを図れるよう、関係機関と連携し、外国語通訳や翻訳ボランティアなどの確保を図り、支
援体制を整備する。【行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（１）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた計画内容の整理



① 災害時における観光客等への帰宅支援に係る情報提供体制
＜１－６ 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

【P21】 ≪対応方策≫ ＞

新 規

18

・ 事業者及び本市は、災害時における観光客等への帰宅支援が円滑に実施できるよう、安全
な場所への避難誘導方法や公共交通機関の運行状況等の情報を迅速に提供する体制を整備す
る。【事業者、行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（２）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた対応方策の追加



② 避難所運営マニュアル・コミュニティ継続計画の策定の促進
＜２－８ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による、多数の被災者の健

康状態の悪化・死者の発生【P36】 ≪評価結果・対応方策≫ ＞

新 規

19

○ 本市は、避難所における良好な生活環境を確保するため、市民に対して、避難所運営マ
ニュアルの作成を促進するとともに、要配慮者のための福祉避難所の指定を促進するなど、
避難所の運営体制づくりを進める必要がある。【市民・行政】

・ 本市は、県の「避難所管理運営指針」等を踏まえ、避難所における良好な生活環境及び感
染症対策を確保するため、市民に対して、避難所運営マニュアルの作成を促進するとともに、
要配慮者のための福祉避難所を確保するなど、避難所の運営体制づくりを進める。【市民・
行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（２）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた対応方策の追加



② 避難所運営マニュアル・コミュニティ継続計画の策定の促進
＜２－８ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による、多数の被災者の健

康状態の悪化・死者の発生【P36】 ≪評価結果≫ ＞

新 規

20

○ 本市は、自主防災組織等によるコミュニティ継続計画の策定を促すとともに、学校や職場、
自主防災組織等を通じて、継続的に防災訓練や防災教育等を推進する必要がある。【市民・
事業者・行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（２）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた対応方策の追加



② 避難所運営マニュアル・コミュニティ継続計画の策定の促進
＜１－１ 建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災

による死傷者の発生【P11】、１－２ 不特定多数が集まる施設の倒壊・火災
【P13】、１－３ 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生【P16】、
２－８ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による、多数の被災者の健康状態
の悪化・死者の発生【P37】 ≪対応方策≫ ＞

新 規

21

・ 本市は、地域の災害対応力を向上させるため、防災関係機関との連携のもと、市民等の自
発的な防災活動に関するコミュニティ継続計画の策定を促進する。【市民・行政】

１.国土強靱化基本計画の見直し等を踏まえた修正
（２）基本的な方針【５本柱】の新規追加を踏まえた対応方策の追加



２.内閣官房国土強靱化推進室の指
摘を踏まえた修正

22



２.内閣官房国土強靱化推進室の指摘を踏まえた修正

23

令和４年６月に行われた内閣官房国土強靱化推進室を交えた事例
調査に関するヒアリングの際に、「６ 脆弱性評価（３）評価結果
と対応方策」において、実施主体が明確でないとの指摘がありまし
た。計画見直しに合わせ、修正を行います。

修正前：末尾に【市民、事業者、行政】等実施する主体を記載
↓

修正後：各項目の文章内に主体を追加



① 脆弱性評価に係る評価結果と対応方策における主体の明確化
＜１－３ 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生≪対応方策≫

【P16】、７－３ ため池、ダム、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全による
二次災害の発生【P60】 ≪対応方策≫ ＞

修 正

24

・ 香川県は、県管理河川や海岸堤防等について、「香川県地震・津波対策海岸堤防等整備計
画」を策定し、優先箇所から堤防の嵩上げや液状化対策など地震・津波対策を行うとともに、
香川県及び本市は、市民に対して、地震発生時に適切な避難が行えるよう、避難方法等につ
いて、あらかじめ十分な広報・啓発を行う。【市民、行政】

２.内閣官房国土強靱化推進室の指摘を踏まえた修正
（以下、一部抜粋）



① 脆弱性評価に係る評価結果と対応方策における主体の明確化
＜２－１ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

【P24】、６－４ 陸・海・空のネットワークが分断する事態≫【P53】 ≪対応方策
≫ ＞

修 正

25

・ 国・香川県及び事業者並びに本市は、物資の緊急輸送体制や救急・救命・消防活動体制を
強化するため、高速道路株式会社等防災関係機関と連携し、「四国８の字ネットワーク」の
早期完成など道路施設の整備を積極的に推進する。【事業者、行政】

２.内閣官房国土強靱化推進室の指摘を踏まえた修正
（以下、一部抜粋）



① 脆弱性評価に係る評価結果と対応方策における主体の明確化
＜１－１ 建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災

による死傷者の発生【P9】、１－３ 広域にわたる大規模津波等による多数の死者
の発生【P15】、７－２ 沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺
【P58】 ≪対応方策≫ ＞

修 正

26

・ 住宅をはじめとした民間建築物について、市民及び事業者が行う住宅における家具固定に
よる住宅空間の耐震化、耐震診断・耐震改修の補助制度の活用や本市が行う情報提供による
啓発、相談体制等の整備等を通じて、建築物の耐震性の向上等を図る。特に、災害応急対策
活動に必要な人員や物資等の輸送経路となる緊急輸送道路沿いの民間建築物について、市民、
事業者及び本市は、重点的な耐震化等の促進に努める。【市民、事業者、行政】

２.内閣官房国土強靱化推進室の指摘を踏まえた修正
（以下、一部抜粋）



３.その他の修正

27



３.その他の修正

①宅地造成等規制法の一部を改正する法律（盛土規制法）を踏まえた修正
＜１－１ 建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災

による死傷者の発生【P8】 ≪評価結果≫ ＞

新 規

28

（以下、一部抜粋）
○ 市民、事業者及び本市は、宅地、農地、森林等の土地の用途にかかわらず、危険な盛土等

に伴う災害の防止に向け、安全性を確保する必要がある。【市民、事業者、行政】

〇令和３年７月、静岡県熱海市で大雨に伴って盛土が崩落し、大規模な土石流災害が発生したこと
等により、※「宅地造成等規制法」が改正されたことを踏まえた新規記載
※宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第55号。通称：盛土規制法）により、

「宅地造成等規制法」を「宅地造成及び特定盛土等規制法」として抜本的に改正。



３. その他の修正

①宅地造成等規制法の一部を改正する法律（盛土規制法）を踏まえた修正
＜１－１ 建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災

による死傷者の発生【P10】 ≪対応方策≫ ＞

新 規

29

・ 本市は、盛土等の崩落により人家等に被害を及ぼしうるエリアを規制区域に指定し、その
区域内で行われる盛土等を許可の対象とする。【行政】

・ 本市は、既存盛土について、分布状況や応急対策の必要性等を把握するため、調査・確認
を行う。【行政】

・ 盛土等が行われた土地については、土地所有者等が安全性の確保・維持を図るが、盛土等
が危険である場合には、土地所有者等に対して、本市が災害防止に向けた必要な措置を講じ
るための指導・勧告等を行う。【市民、事業者、行政】
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